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非営利 組織体にお ける効率性、 生産性、

および公平性の相互関係 資産投資を核として

上 領 英 之 （広 島修道 大学）

Ｉ は じめ に

私 企 業 は 利 益 を 上 げ て、配 当 を 支 払 う 営 利 組 織 体 と 定 義 し、非 営 利 組 織 体（ｎｏｎ－ｐｒｏｆｉｔｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ

１〕） は、 利 益 を 上 げ て は な ら な い、 ま た は 利 益 相 当 分 を 上 げ て も 配 当 を 支 払 っ て は な ら な い 非 営

利組織体 （自治体 を含 む） を対象 にすると定義 しよう。 非 営利 組織 体は、 いずれの組織体 にも

資産投資 が必要と考え られる限り、 資本 （実物資産） と産出 （利益ま たは利益相当分 プラス人

件 費 と い う 付 加 価 値） と し て の 生 産 物 ま た は サ ー ビ ス と の 関 係、 す な わ ち、 効 率 性
２〕と し て の 資

本・産出比率が第一義的に重要である。

ケイ ンズ派の会計恒等式の場合、 人件費は最終的に消費され、 人件 費の貯蓄部分 は配当の全額

に 等 し い。 報 告 者 は、 Ｒａｍｓｅｙ［１９２８］ の 最 適 消 費 の 概 念 を 配 当 に 適 用 し た。 配 当 を 配 当 消 費 と

配当貯蓄の部分に分けても、 なお、 配当の貯蓄部分は人件費の貯蓄部分 に等 しいこと を明 らか

に し た。 人 件 費 の 消 費 部 分 は、 非 営 利 組 織 体 の 場 合、 受 益 者 の 受 け る
「最 低 限 の」 サ ー ビ ス に

対 応 す る と 考 え ら れ、 配 当 消 費 部 分 は、
「追 加 的 な」 ｌｍａｒｇｉｎａ１）サ ー ビ ス 提 供 と 考 え ら れ る。

本報 告は、 上 のように最適消 費を考える場合、 私 企業に一般的な財務構造がすべての非営利組

織体 にも、 適用 可能 ではないかという間題提起を基点とする。

非営利組織体 にお いても、 資産投資 （環境保全投資 であろう と） は、 上 の相互関係の 核にある。

外部資金依存の許容範囲が私企業 に比 してかなり 小さいとすると （その正当化は、 構造的に証

明 可 能 ； 後 述）、 効 率 性、 生 産 性、 お よ び 公 平 性 の 相 互 関 係 は、 ど う な る の か。 私 企 業 に 用 い ら

れた 「安定的な状態」 （資産成長率と産出成長率と を等 しく する状 態） は、 非営利 組織体にも適

用 可 能 で は な い か。 適 用 可 能 で あ り、 そ こ に、 非 営 利 組 織 体 の 財 務 構 造 と 効 率 性、 生 産 性、 お

よび公平性の相互関係の特異性が抽出できるので はな いか。

本 報 告 は
、
報 告 者 の モ デ ル ［Ｆｕｒｔｈｅｒｉｎｇ ｔｈｅ ｒｏ１ｅ ｏｆ ｃｏｒｐｏｒａｔｅ ｆｉｎａｎｃｅｉｎ ｅｃｏｎＯ ｍｉｃ ｇｒｏ ｗｔｈ，

１９９９］が最適消費概念 を一般化 した この機会 に、 そのモ デルの仮説 （以下、 基本 的仮説） を用い

て、 非営利 組織体への適用 が具体的にどうなるかを示したい。 配当支払の許されない組織体の

場合でも、 さらに、 利 益計上の許されない組織体の場合でも、 基本的仮説がそのまま適用され

得 る の で は な い か。 た と え ば、 配 当 支 払 の 許 さ れ な い 組 織 体 の 場 合、 以 前 に は、 配 当 性 向 を ゼ

ロ と し て 考 察 し た が、
３〕 今 回 は、 配 当 性 向 を

ゼ ロ と せ ず、 配 当 相 当 分 を か り に 収 益 し、 そ れ を
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直ちに追加 的効用 として 支払 う （還元する） という解釈に従 う。 また、 利 益計上の許されない

組織体の場合、 利益相当 分
をレンタ ル・コス トとして計上するという （生産関数的） 解釈 に従

う。 こ の よ う な 解 釈 に よ っ て、 基 本 的 仮 説 は、 そ の ま ま 保 存 さ れ、 効 率 性、 生 産 性、 お よ び 公

平性の相互 関係 は、 非営利組織体 であっ ても維持され、 私企業の場合と比 較可能 となるの では

な い か。

基本 的な財務構造の枠組 みは、 いかなる組織体にも、 共通的に成り立つこと
４〕 を、 明 らかに

し て い き た い。

皿 効率性、 生産性、 およぴ公平性の定義とその相互関係

資産投資という切り口に入る前 に、 効率性、 生産性、 およ び公平性の定義 を示し、 その相互

関係 を概観 しておきたい。 一般的にみて、 効率性 は、 会計的 には、 設備投資効率によって測定

さ れ る が、 経 済 的 に は、 資 産 ・ 産 出 比 率 の 逆 数 （設 備 投 資 効 率 ； 高 い ほ ど、 効 率 的） あ る い は、

資産・産出比率 （実物資産÷付加価値 （…利益十人件費）；低 いほど、 効率的） によって測定さ

れる。 本報告は、 効率性を経済成長の根幹にかかわり、 多用されている資産・産出比率そのも

のとして定義する （資産・産出比率の低 いほど、 効率的とする）。 生産性は一人当たり付加 価値

として定義される。 公 平性 は利 益分 配率 （…利益 ÷付加価 値） としてよいのではないか。
５〕利

益分配率の高い、 低いは、 むしろ結果であって、 効率性や生産性との関係こそ問われるべきで

あろう。 ここで、 利益 は私 企業 の利 益概念に限定されず、 上に理解したようなコスト概念を包

摂 し、組 織 体 の 性 格 に 応 じ て、租 税、 公 共 料 金、授 業 料 等 の 収 入 あ る い は 残 余 金 額 に 具 体 化 す る。
６〕

効 率性、 生 産性、 お よび公平性の相互 関係は、 究極的に一人当たり資産 （労働装備 率） と経

済的資本コス ト （レンタル ≡利益÷ 資産） を介してつぎのように纏められる。

効率性二労働装備率÷生産性＝利益分 配率 ÷レンタ ル・レート

効率性は、 その真髄として （一般的な理解とやや異なる が）、 限界効率性 （≡資産投資÷限界付

加価値） の高い ほど、 技術進歩率 を低める ことが確認できる。 その要旨は、 労働装備 率の 一方

的 な 上 昇 を 制 し て、 生 産 性 を 上 げ る、 つ ま り、 資 産 投 資 よ り も、 人 的 資 産 に 一 層 の ウ エ イ ト を

置 き、 ｋｎｏｗ１ｅｄｇｅ ｐｒｏｄｕｃｔｉｖｉｔｙに 留 意 せ よ と い う こ と で あ る。 そ う す る と、 利 益 分 配 率 は、 高

い 程 よ い と い う こ と で は な く、 む し ろ レ ン タ ル ・ レ ー ト を 高 く せ よ と い う こ と で あ る。 も し 利

益分配率が公平性の指標とすれ ば、 公平性そのものが 変質 して いる のではな いか。 人件費 が技

術進歩率に裏付けられて、 生産性を上げるか ぎり、 人件費の削減 が要求されるの ではなく、 人

件費が生産性を上げない場合に、 公平性が間題とされる。
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皿 その相互関係の持つイ ム プリケー ション： 非営利 組銭体

上の基本的枠組 みは、 非営利組織体にも、 そのまま 当て嵌められる。 しかし、 配当相当分を

現金でなく、 サー ビスの追加的効用により支払う非営利組織体 の特異性は、 どこに求められる

の か。 そ の 切 り 口 は、 資 産 投 資 で あ る。 た と え ば、 政 府 や 地 方 自 治 体 の 場 合、 資 産 投 資 は、 原

則として税収に依存すべきである。 この場合には、 外部資金による調達 はゼロで ある。 この論

理は、 効率性によって正当化される。 外部資金ゼロの効率性は、 モ デルの仮説 を適用すると、

１・０（資本＝産出あるいは資産投資＝限界産出） に帰着する。 効率性 は、 国民経済計算や私企業

の 場 合、 １．Ｏを か な り 上 回 る。 た だ し、 外 部 資 金 調 達 に 対 す る 返 済 の 目 途 の 立 つ こ と が 前 提 さ れ

る。 効 率 性 は、 そ の 水 準 の い か ん を 問 わ ず、 い っ た ん 固 定 さ れ る と、 資 産 投 資 に お け る 技 術 進

歩率 はゼロとなる （技術 レベルー定）。 効率性が少しでも改善 （低下） すると、 技術進 歩率はプ

ラスに転ずる。 政府や地方自治体がかりに、 外部資金依存 を強 める こと は、 サー ビス提供の技

術進歩率にマイ ナスをもたらす。 それは即生産性が向上し得ないこと を示 す。

公益事業の場合には、 資産投資の原資は税収でなく、 公益受益者の負担コス トである。 その資

産投資が外部資金にある程度依存しても、 負担コストによって回収される目途が立つなら ば、

そ し て、 受 益 者 が 情 報 公 開 を 通 し て 納 得 し て い る な ら ば、 や む を 得 な い と 考 え て 差 し 支 え な い。

１Ｖ 基本的仮説の内容とイム プリケー ショ ン

モデルの基本的仮説は、内部 資金 と外部資金との関係が必要条件のなかに組み込まれている。

非営利組織体に基本的仮説を適用 する場合、 まず、 外部 資金 を確 定することが不可欠であり、

その外部資金は、 資産投資の一部であって、 純資産投資 によって 決定 される。 基本 的仮説 は、

資産投資を中心に説明できる。

基本的仮説とは、
「もし資本・産出比率が杜内留保純 資産投 資率に等しいならば、産出成長率

は資本 成長 率に等しい」。 この状態は、 国民経済計算にも、 私企業や非営利組織体 にも、 持続的

成 長 と そ の 安 定 性 を 約 束 で き る。 こ の 状 態 を 以 下、
「も っ と も 安 定 し た 状 態」 と い う。 こ こ で、

産出 は、 いわゆる付加価値であり、 利益と人件費との 計である （定義）。 非営利組織体の場合で

みると、 租税、 公共料金、 あるい は、 授業料と いう 収入 （売上） から外部への支出 （人件費を

除く費用） を差し引いた残余 （コストあるい は超過額） を直接の対象とする。 資本は、 本来的

なサー ビスに資するために必要な固定資産 （実物資産） である。

純資産投資は、 内部資金としての杜内留保と外部資金と しての長期 借入金 （私企 業ならば、

新株発 行がさらに加 わる） によっ て調 達される。 総資産投資 は、 純資産投資と減価償却との計

で あ る。 本 報 告 は、 純 資 産 投 資 を べ 一 ス に す る。 経 済 的 減 価 償 却 率 は、
「も っ と も 安 定 し た 状 態」
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における償 却差 引後の資本成長率 （純資産投資成長率、 本報告の資本成長率） に等しいと
かり

に定義しよう。 経済的減価償却率の産出にまず必要な理論上の留保性向 を、 イニシアルの構成

要素に依拠した値とするか （経 済的減価 償却 率＝資本成長率）、 あるいは、 実績の趨勢的傾向 を

加 味した値とするか （経済的減価償却 率（資本成長率） によっ て、 経済的減価償却率は、 資本成

長 率 （つねにイ ニシアルの構成要素に依拠） と等 しくなったり、 大・小関係 に
なり得る。 非営

利 組織体の場合、 留保性向相当分の安定することが好ま しいとい えよう。

非営利組織体の場合、 利益相当分は、 どのよう に考 えたらよいの か。 本報告 は、 その点の解

明に向けられる。 利 益相当分は、 他の重要なファクターととも に算定されるべき財務構造の 要

である。 算定された利 益相 当分は、 たとえば、 租税や公 共料 金の残余（自治体とその公益事業）、

あるいは授業料や補助金の残余と しての消費支出超過額 （たと えば、 学校法人） であるが、 こ

こ で は 成 行 き 管 理 の 残 余 と は 受 け 止 め な い。 残 余 は、
「も っ と も 安 定 し た 状 態」 に お け る 厳 し い

財務構造の鉄則に従って算定され得ると考 えて いる。 そう考 える 限り、 基本的仮説の枠組み は

そのまま生かされる。 基本的仮説の要 は、 サー
ビスの追加的効用確保の場と しての配当相当分

で あ り、 配 当 相 当 分 は、 非 営 利 組 織 体 だ か ら と い っ て 排 除 で き
な い の で あ る。 配 当 ゼ ロ は、 サ ー

ビスの追加 的効用ゼロ （人件費相当の最低限効用の み） を意味する。

非営利組織体は、 私企業と異なり、 本質的 に、 長期借入金 （公債） に依存 しては
ならない構

造 に 縛 ら れ る。 止 む を 得 ず （た と え ば、 ｓｐｉｒａ１ ｄｅｉａｔｉｏｎの 場 合 に の み 許
さ れ る 国 の 財 政 の よ う

に） 外部 資金 に依 存する場合、 その純資産投資 は、 杜内留保相当分と長期借入金
との計である。

長期借入金は、 私企業でいうと、 配当支払のうち貯蓄さ れた外部資金 であり、 人件費の貯蓄
さ

れ た 部 分 に 一 致 す る。
７〕 資 本 ・ 産 出 比 率 は、 長 期 借 入 金 有 高

ゼ ロ の 場 合、 １．０ （最 低 限） で あ り、

長 期 借 入 金 が 存 在 す る 場 合、 １．０よ り 大 き い が、 な お、 強 い 制 約 を 受 け る。

非営利組織体の場合、 配当相当分は、 どのように配当貯蓄相当分 （外部資金） と配当消費相

当分 （受益者の追加的効用） に分配されるのか。 私企業なら ば、 配当支出 は配当の追加消費
ゼ

ロの場合、 純資産投資に必要な長期借入金 に等 しく、 利益＝純資産投資＝杜
内留保十長期借入

金 （お よ び 新 株 発 行） と な り、 も っ と も 安 定 し た 状 態 を 実 現 す る。 た だ し、 こ の 状 態 は、 も っ

と も 安 定 し た 状 態 の 一 つ の ケ ー ス に 止 ま る （Ｐｈｅ１ｐｓ［１９６１１の 証 明 し たｕｎｍｏｄｉｆｉｅｄ ｇｏ１ｄｅｎ ｒｕ１ｅ

に従うケース）。 わ けても非営利組織体の場合、 配当消 費 （受益者の追
加的効用） をゼロとする

こ と は、 マ ク ロ、 ミ ク ロ を 間 わ ず 許 さ れ な い。 む し ろ、 与 え ら れ
た 純 資 産 投 資 の 範 囲 内 で、 い

かに配当部分の追加 消費を得て最適消費（受益者の効用極大化） を図り得るかである。したがっ

て、純資産投資 に必 要な長期借入金 を極力 抑えて、配当相当分
をできる限り受益者の受けるサー

ビス の追加 的効用 に回さなければならない。 この場合、 杜内留保相当分は、 租税か公共料金の

徴収を実際に必 要とするが、配 当消 費相 当分は、租 税や 公共料金の徴収を必 要とするの か否 か。

外部 資金の 有無 にかかわらず徴収を必要とする。 ただし、 配当相当分のうち、 配当消費相当分

が多く、 配当貯蓄 （外部資金） が少な いほど、 租税か公共料金の還元部分 （受益者の受けるサー
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ビスの追加的効用） は、 配当消費相当分に比例して多くなる。 受益者へのサー ビス を最優先す

る政策がとられる場合、 外部資金への依存度をできる限り低めると いう鉄則 が要請され ざるを

得ない。 ここに、 非営利 組織体が外部の長期借入金を抑える
べき論理が正当化される。

たとえば、 中央・地方自治体が利 益相 当分をすべて租税に依存するなら ば、 中央・地方自治

体 は、 配 当 相 当 分 を す べ て 受 益 者 の 受 け る サ ー ビ ス の 追 加 的 効 用 に 回 し 得 る の で あ る。 し か も、

杜内留保相当 分と長期 借入 金増加 部分の計は、 もっとも安定した状態の場合、 経済的減価償却

にま ず等 しいという 関係 （上述） にある。 それだけの純資産投資と経済的減価償却をかけて、

どれだけのサー ビスの 追加 的効用 を受益 者に還元できるのかということである。 私企業の場合

には、 利益 プラス人件 費の 計は、 す
べて 産出であり、 生産物を供給できる。 非営利組織体の場

合 も、 こ の 産 出 が サ ー ビ ス と し て、 受 益 者 に 提 供 さ れ る 点 は、 そ の と お り で あ る。 し か し、 私

企業の場 合には、 配当 をす
べて現金支出 でき るため、 需要者の追加 的な要求は、 現金支出で置

き換 えられて いる。 非営利組織体の場合、 純資産投資を要求される限りにおいて、 追加的に （配

当相当分の現金受 け取りが ないので）、 サー ビス 効用 を期待してよいということである。 たとえ

ば、 中 央 ・ 地 方 自 治 体 は、 大 き な 政 府 か 小 さ な 政 府 か の 討 論 に 当 た っ て は、 よ く よ く こ の 財 務

構造の本質に留意すべきであろう。

さ らに、 純資産投資は、 財務構造の本質か らみて、 効率性 を手段 とした、 生産性の 向上 と深

く絡み合っている （前述）。 純資産投資 は、 人 的資本 を示す人件費と深く 結びついて、 技術進歩

を体現し、 生産性の向上を実現 し、 それ によって、 経済的 な安 定に寄与する のである。 非営利

組織体の場合であっても、 純資産投資が
「もっとも安定 した状態」 下でなされる とき （その純

資産投資が単に経済的減価償却に等しい だけでなく）、技 術進 歩を通して、経 済的 な安 定に寄与

しなければならない。 たとえば、 生産性が逆に低落する場合、 それ だけ経済 杜会全体の生産性

向上の足を引っ張るという関係にある。

お わ り に、 非 営 利 組 織 体 の 場 合、 発 生 主 義
と 現 金 主 義 と の 関 係 に ふ れ て お き た い。 こ こ 数 年、

現金主義に止まった非営利 組織体、 なかでも、 中央・地方自治体は、 現金主義か ら発生主義に

よる貸借対照表の作成に準備期間前倒しの心を砕いている。 その先端 をいくのは、 イ ギリスの

ｒｅＳｏｕｒＣｅ ａＣＣＯｕｎｔｉｎｇで あ り、 実 物 資 産 と 外 部 借 入 金 の 公 開 は 急 務 と な っ て い る。 こ の 点 は、 上

にあげた非営利組 織体 における財務構造の本質に照らして、 明白である。 私企業の場合、 最近

は と み に、発 生 主 義 に よ る 利 益 操 作 可 能 性 の
弊 害 が 指 摘 さ れ、実 績 と し て の キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

計算書の作成 が要請されて いる。 連 結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準の設定に関する

意 見 書［１９９８／３］ が 公 に な り、 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 は 第 三 の 財 務 書 表 の 位 置 を 窺 う と こ ろ

ま で き て い る。

報 告 者 は、 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー も、 利 益 も、 そ の 予 測 が 資 産 投 資 の 有 り 様 次 第 で 固 定 化 で き

ない ため、 純資産投資 を核と した財務構 造の本質 を、 資金 運用 表の再構築を用 いて明 らかにし

よ う と し た。
８〕 こ の 財 務 構 造 の 本 質 は、 ま た、 非 営 利 組 織 体 の 財 務 的 特 異 性

を
、 上 の よ う に 明
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らかにしたと考えている。 中央・地方自治体の場合、 かりに貸借対照表が作成されていなく て

も、 実物資産と外部借入金さえ公開されるならば、 直ちに資産投資、 受益者の受けるサービス

の 追 加 的 効 用、 レ
バ レ ッ ジ の 基 本 的 な 関 係 は、 解 讃 可 能 で あ る。

Ｖ 責産投資、 サー ビスの追加的効用、 レバ レッ ジの基本的な関係

資 産 投 資、 受 益 者 の 受 け る サ ー ビ ス の 追 加 的 効 用、 レ バ レ ッ ジ の 基 本 的 な 関 係 は、 い か な る

組織体 にも共通に成立する。 しかし、 非営利組織体の場 合、 利益相当分 が租税や公共料金ある

いは授業料や補助金の残余としての性格 を持つ だけに、 レバ レッジ （…純資産投資÷内部資金）

は、 厳しく制約される。 外部借入金の返済財源 は、 租税や公共料金あるい は授業料や補助金の

残余からなされるほかないためである。

資産投資は少なく、 受益者の受けるサー ビスの追加的効用は大きくといっても、 その
バラン

ス を い か に と る べ き か。 そ の バ ラ ン ス は、 レ バ レ ッ ジ の 制 約 を 受 け る 資 産 投 資 の あ る 水 準 の も

とで、 いかに配当相当 分に占める配当消 費相当分すなわち、 サー ビスの追加 的効用相 当分を高

め得るかである。 サー ビス の効用 は、 市場が存在しないので、 受益者の満足度をなんらかの方

法で測定 する ほかない であろう。

資産投資、 受益者のサー ビス追加 的効用お よびレバレッジの基本的な相互 関係 は、 配当性向

別、 γ の 値 別 の 表 と 図 に 纏 め ら れ る （付 録 参 照）。 こ こ で、 サ ー ビ ス の 追 加 的 効 用 を 測 定 す る た

めに、 限界消費係数γを用いる。 γ は、 配当消 費相当分÷ 杜内留保相当分と 定義される （測定

の尺度）。 γの値 は、
パラメータである が、 非営利組織体の場合、 受益者の真意や過去の実績を

参酌して定められる。 重要な比率関係式は、

言一ま・ ト ゾ ／；一１〕

で あ る。 こ こ で、
「配 当 消 費 相 当 分 ÷ 配 当 相 当 分 の 比 率」 （Ｃ・ノＤ） こ そ、 最 適 消 費 の 具 体 的 表 現

と し て 示 さ れ る。 要 約 す る と、 つ ぎ の と お り で あ る。

１． い か
な る 資 産 投 資 が 要 求 さ れ て も、 基 本 的 に、 平 均 資 本 ・ 産 出 比 率 を１．Ｏか ら１．２５の 範 囲 に

手堅く収めるべきではないか。

２
． １． の

ように前提すると、 私企業の配当性向 に相 当する非 営利 組織体の配当性向 （以下、

配 当 性 向 相 当 分 と い う） は、 低 く 維 持 し た 方 が 資 本 ・ 産 出 比 率 を 高 め に く い。 し か し、 こ の

場 合、 受 益 者 の サ ー ビ ス の 追 加 的 効 用 部 分 は、 同 一 の γ の 場 合、 配 当 性 向 相 当 分 の 低 い ほ ど、

小 さ い。

３． 同一の配当性向相当 分の もと にあっても、外 部資金依 存（配当貯蓄相当分） と受益者のサー

ビス の追加 的効用部 分 （配当消費相当分） と の調 整が要請される。 その調整は、１ の値によっ

て 可 能 で あ る。



非 営 利 組 織 体 に お け る 効 率 性、 生 産 性、 お よ ぴ公 平性 の相 互 関 係： 資 産投 資 を 核 と し て ２５

４
．
す な わ ち、 １１）配 当 性 向 相 当 分 が 低 い ほ ど、 γ の 許 容 範 囲 は 広 い。 １２）配 当 性 向 相 当 分 が 高 い

ほ ど、 γ の 許 容 範 囲 は 狭 く、 γ を 高 く 維 持 し な け
れ ば な ら な い。 １１）は、 一 見 し た と こ ろ 好 ま

し い が、 た と え ば、 わ が 国 の 場 合、
バ ブ ル 期 に、 他 国 に 例 を 見 な い ほ ど、 異 常 に γ の 実 績 値

を マ イ ナ ス に し て、 資 本 ・ 産 出 比 率 を 高 め、 経 済 成 長 の 回 復 を 極 端 に お く ら せ た。 （２〕は、 γ

の 実績 値を相当 に高める ほかない。 米 国に見られるとおりである。

５． 純資産投資
と外部 資金との差額 （杜内留 保相 当分） は、 γの変動にもかかわらず一定であ

り、 配当性向相当分
が低い ほど大き い （付録の図参照）。

６． レ
バ レ ッ ジ （Ω に 一 致） は、 γ の 値

が 高 い ほ ど、 ま た、 配 当 性 向 相 当 分
が 低 い ほ ど、 リ ニ

アー に低下 する （付録の図参照）。

７． サ ー ビ ス の 追 加 的 効 用 部 分 を 示 す
「配 当 消 費 相 当 分 ÷ 配 当 相 当 分 の 比 率」 （Ｃ・／Ｄ） は、 γ

の 値 が 高 い ほ ど、 ま た、 資 本 ・ 産 出 比 率 の 低 い ほ ど、 リ ニ ア ー に 上 昇 す る （付 録 の 図 参 照）。

つ ぎ に、 利 益 分 配 率 ＝Ｏ．１の 場 合 を 利 益 分 配 率 ＝０，２の 場 合 と 比 較 し て、 公 平 性 に 関 連 す る 帰

結 を導くと、 つ ぎのとおり である （付録参照）。

１． 利
益 分 配 率 の 高 低 は、 資 本 ・ 産 出 比 率 と 独 立 で あ る。 す な わ ち、 非 営 利 組 織 体 間 の 比 較 に

当 た っ て、 公 平 性 （利 益 分 配 率 を 揃 え る こ と） は、 そ れ ほ ど 意 味 を も た な い。

２． 利 益 分 配 率 を 高
め る ほ ど、 純 資 産 投 資 を 高 め、 ま た、 配 当 消 費 相 当 分 す な わ ち、 サ ー ビ ス

の追加的効用相当分 をそれ だけ高める。 さ らに、 経 済的減価 償却 をそれだけ高める。 経済的

減価償却額 をキャッ シュとして蓄積 して外部負 債を返 済し、 レ
バレッジの改善を図るために

は、 実績と しての （税法上の） 減
価償却額 が経 済的減価 償却 額を上回らなければならない。

３、 外 部 負 債 の 圧 縮 は、 資 本 ・
産 出 比 率 を１．０の 方 に 近 づ け る 過 程 に の み 実 現 す る。

４． 外部資金とサ
ー ビスの追加的効用相当分と は、 配当性 向相 当分 が低 いほど、 低いγの水準

において一致するが、 利益分配率の高 いほど、 その 一致点の γの水 準は高く なる。

以上のように、 非営利組織体の場合であっても、 γの値 が財務構 造に導入 されると、 純 資産

投資とサー ビスの追加的効用相当分との関係 は、 もっとも安定 した状態 の場 合に、 γ の値に対

応 し て 特 定 化 さ る の で あ る。

㎜ 結ぴとして

本報告は、 私企業に発想された最適消 費の財務構造 への 導入 が、 非営利組 織体 の場合であっ

ても、 適用可能であることを示した。 非営利組織体の場合、 外部資金 を用 いて、 資産投資を進

め る こ と が い か に リ ス キ ー で あ る か。 し た が っ て、受 益 者 が い か ほ ど サ ー ビ ス 効 用 相 当 分 の ア ッ

プを望んでも、 そこに必要な資産投資は、 低い レ
バ レッ ジ （資 産投 資÷ 内部 資金） の許容 範囲

内に収められなければならない。 本報告は、 正当化さ れるべき その許容 範囲 を、 具体 的にグラ

フを用 いて明示し得たのではないかと考えている。 非営利組織体の場合、 外 部資金借入れの返
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済資金 は、 租税、 公共料金、 授業料等の内部 資金 （それらの収入あるいは残余） に限定される

だ け に、 公 平 性 は、 同 一 世 代 間 に 止 ま り 得 な い。 資 本 ・ 産 出 比 率 の 値 を 越 え る レ
バ レ ッ ジ は、

世代間の公平性 を損なうこと を銘記 すべき である。 小さな政府志向は、 次世代への思いやりを

示し、 過大な資産投資の歯止めで ある。

このように、 非営利組織体 には、 最適消 費の 財務 構造に特異性
が認識される。 効率性、 生産

性、 および公平性の一般的な相互関係 は、 非営利 組織体にもなり立つが、 この特異性によって

影響を受け、 それを踏ま えて、 同 一の ある いは異なる非営利 組織体間の比較と評価 を進 めなけ

れ ば な ら な い で あ ろ う。 こ と に、 環 境 保 全 投 資 に は、 例 外 が 認 め ら れ な い の で、 受 益 者 と の 十

分な意思疎 通が世代問を含めて検 討されるべきで あろ う。
９〕 本報告 の直接的な意図であった。

間 接 的 な 報 告 意 図 は、 す で に 明 ら か で あ る よ う に、 マ ク ロ、 ミ ク ロ、 公、 私 を 問 わ ず、 人 件 費

に表現される人的資本は、 会計に顕在化さ れなければならないということである。 言い換える

と、 利益
プラス人件費としての付加価値 （産出） こそ は、 会計のあり方を一歩進 めるも のであ

る。 物的資本は手段に止まり、 人的資本
が主体 的に生産 性を向上させ、 マ ーケット万能 志向を

人間性志向に回帰させ得るのである。
１ｏ〕 付加価値志 向は、 過去から現在時点に至る会計を、 持

続的成長維持に結びつける。 い かなる予測も、イ ニシアルの （現在時点） の付加価値Ｙ （：Ｐ＋

Ｗ）、 人的資本 Ｌ、 物的資本Ｋおよび配当 （留保） 性向の実績値によって計測
される、

「安定的

な 状 態」 に 基 づ い て、 設 定 さ れ る ほ か な い の で あ る。 効 率 性、 生 産 性、 お よ
び 公 平 性 の 一 般 的

な相互関係は、 その正当化を確保 しうると考 えている。

な お、 本 報 告 で は 割 愛 し た が、 英 国 のｒｅＳＯｕｒＣｅ ａ㏄Ｏｕｎｔｉｎｇは、 貸 借 対 照 表
を 示 さ な い 非 営 利

組 織 の 会 計 に 挑 戦、 現 金 主 義 か ら 発 生 主 義 に そ の シ ス テ ム を 早 急 に 整
え つ つ あ る。ｆｒｅｅ ｃａｓｈ 且ｏｗ

が正当化されるためには、経済的な減価償却の計測が不可欠であり、その値 は、
「安定的な状態」

における資産投資に等しいという関係にある。
「安定的な状態」 は、 かりに現金 主義 に止まって

も、 上 の 実 績 値 さ え 与 え ら れ る な ら ば、 計 測 可 能 で あ る。
１１〕

付録 営利 組織体および非営利組織体に共通する一般的関係

１． 産 出、 貯 蓄、 純 投 資 お
よ び 資 本 の 関 係

Ｙ ＝ Ｐ ＋ Ｗ ＝ Ｃ ＋ Ｓ Ｐ ＝ Ｄ ＋ Ｓｐ Ｄ ＝ ＣＤ ＋ Ｓ皿

Ｃｗ ＝ Ｗ Ｃ ： Ｃ ｗ ＋ ＣＤ Ｓｗ ＝ ＳＤ 二 ＳｗＤ Ｓ ＝ ＳＰ＋ ＳＤ

Ｔ ｈｅ ｃｏｅｆｆｉｃｉｅｎｔ ｏｆ ｔｉ ｍ ｅ ｐｒｅｆｅｒｅｎｃｅ， γ
＝ ＣＤ／Ｓｐ （ａｓ ａ ｐａｒａ ｍ ｅｔｅｒ）

Ｓ ＝Ｉ＝ △ Ｋ Ｋ ＝ Ｋｓｐ ＋ ＫｓｗＤ： Ｙ ＋ ＫｓｗＤ

２． 財 務 構 造 の 基 本 ： 効 率 性、 生 産 性 と 公 平 性

産出 （付加価値） Ｙ 実物資産 Ｋ 雇用 Ｌ 増減率 ｎ

Ｓｔｅａｄｙ ａｎｄ ｂａ１ａｎｃｅｄ ｇｒｏｗｔトｓｔａｔｅｓの 命 題 に お け る 必 要 条 件 と し て、
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Ω ＝ Ｓ／ＳＰ ＆ △ Ｙ ＝ ＳＰ

Ｙ Ｋ Ｋ ｋ

生 産 性 ：ｙ ≡ ■ ｋ ≡ ■ ｙ ＝ 一 Ω ＝ 一

Ｌ Ｌ Ω ｙ

Ｋ

効率性１Ω… ■ 二面 樹１）実物 資産Ｋは内部資金と外部資金との計 （低いほど、効率的）
Ｙ

（２〕Ωは、 低 いほど技術水準を高める （逆相関）

Ｐ α

分 配 の 公 平 性 ： α … ■ α … Ω ・ｒ Ω ＝ 凸

Ｙ ｒ

ｋ α一 ＝ 一 ｋ・ｙ ＝ ｙ・ α １ 一 人 当 た り 利 益 率

ｙ 「

一人当たり経済的資本コス ト

Ｔ ｈｅ ｒａｔｉｏ ｏｆ ｍａｒｇｉｎａ１ ｃｏｎｓｕ ｍ ｐｔｉｏｎ ｔｏ ｄｉｖｉｄｅｎｄｓ ＣＤ／Ｄ

Ｓｐ Ｐ Ｓｐ ＣＤ Ｓｐ ＣＤ Ｄ Ｐ Ｄ ＣＤ ＣＤ Ｄ
一 ＝ 一 ・ 一 一 ＝ 一 ・ 一 一 ＝ 一 ・ 一 一 ＝ 一 ／ 一

Ｙ Ｙ Ｐ Ｙ Ｙ Ｓｐ Ｙ Ｙ Ｐ Ｄ Ｙ Ｙ

α γ α

Ｍ ａｒｇｉｎａ１ ｃｏｎｓｕｍ ｐｔｉｏｎ／ｕｔｉ１ｉｔｙ ＣＤ ｖｅｒｓｕｓ ｍａｒｇｉｎａ１ ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ Ｓｗ・ＳＤ・Ｄ － ＣＤ

図 １ 効 率 性、 生 産 性 お よ び 公 平 性 の 相 互 関 係
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限 界 消 費 ÷ （限 界 消 費 十外 部 資金 資 産投 資〕 と 配 当 性 向

図 ３ ｇａｍ ｍａ別 成 長 率 お よ び 資 本 ・ 産 出 比 率 と酉己当 性 向
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上 領 英 之 １９９９．
「資 金 運用 表 の 再 構 築 一 貨 幣 中 立 性 を ふ ま え て」 『会 計』 予 定 （全 国 大 会 自 由 論 題 報 告）。

上 領 英 之 １９９９．
「公・ 私 環 境 政 策 の 志 向 す べ き 財 務 メ カ ニ ズ ム １ 持 続 的 成 長 と 技 術 進 歩 と の 調 和 を求 め て」

『杜 会 関 連 会 計 研 究』 １１１ １ －１２．

注

１） 非 営 利 組 織 体 は、 も っ
と も 広 義 の ｎｏｎ－ｐｒｏｆｉｔ ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎｓで あ 乱 １９９８ １２ １施 行 の 特 定 非 営 利 活 動

促 進 法 （い わ ゆ る Ｎ Ｐ Ｏ 法〕 に 対 象 と さ れ るｎｏｎ－ｐｒｏｆｉｔ ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎｓを 含 ん で 差 し 支 え な い。 本 大 会

自 由 論 題 報 告 の 池 田 亨 誉 「非 営 利 組 織 の 概 念 的 区 別 に つ い て」 は、 そ の 整 序 を試 み て い る。

２） な ぜ 資 本 ・ 産 出 比 率 Ω ≡Ｋ／Ｙを そ の ま ま 効 率 性 と す る の か。 （１〕逆 数 は、 資 本 生 産 性 で あ る が、 一 般

的 に は、 Ω
が 多 用 さ れ （か つ、

ｋ≡ ｙ・ Ω、
か つ
、 α
≡ｒ・ Ω と 表 現 で き）、 ② Ω の 低 い ほ ど・ 効 率 性

が よ

い と 定 義 す れ ば 済 む た め で あ る。 公 共 経 済 学［井堀 利 宏，１９９０］で は、 効 率 性 を 資 源 の 効 率 性 と し て、 非

付 加 価 値 の 大 半 を 占 め る 資 源 消 費 の 効 率 性 を 抽 象 的 に 示 す。本 報 告 は、非 付 加 価 値 と 付 加 価 値 と をｄｕａ１

に 把 握 す る 立 場 か ら、 資 源 の 効 率 性 に は 及 ん で い な い。

３） 地 方 自 治 研 究 学 会 関 西部 会「非 営利 組 織 体 にお け る 効 率 性 と 公 平 性 と の 関 係 ： そ のメ カ ニ ズ ム」［Ａｐｒｉ１

２４． １９９９１。 上 記 報 告 に お け る 特 長 と 欠 点 は、 つ ぎの と お り で あ る。 ω 非 営 利 組 織 体 に お け る 制
度 上 の

制 約 に 囚 わ れ て、 留 保 性 向 ＝ １ （配 当 性 向 ＝ Ｏ） を 前 提 に、 配 当 と 不 可分 な 最 適 消 費の 導 入 を躊 躇 っ た。

配 当 ＝ Ｏ は
、
外 部 資 金 ＝ Ｏ、 し た

が っ て、 資
本 ・ 産 出 比 率 ＝ １ に な る と い う 堅 い （弾 カ 性 に 乏 し い） モ

デ ル と な っ た も の。１２）生 産 性 や 労 働 装 備 率 と の 関 連 を 引 き 入 れ て 総 合 的 な 体 系 化 （ｙ・ｋノΩ，α・Ω ・ｒの

共 通 項 Ω の も と に） を 図 る こ と を 残 し た。１３〕効 率 性 と 公 平 性 （公 正 性） と の 関 係 は、 一 般 に、 無 差 別 曲

線 に 示 さ れ る が、 公 平 性 を 広 義 の 利 益 分 配 率 で 表 わ す と、 現 実 の利 益 分 配 率
は財 務 構 造 的 にみ て、 ほ ぼ

一 定 で あ る。 こ の 解 釈 に 及
び 得 な か っ た。 な お、

「公 ・ 私 環 境 政 策 の 志 向 す べ き 財 務 メ カ ニ ズ ム １ 持 続

的 成 長 と 技 術 進 歩 と の 調 和 を 求 め て」 （『杜 会 関 連 会 計 研 究』１１） は、 技 術 進 歩 率 に カ 点 を 置 き、 最 適 消

費 の 導 入 と の 関 連 を残 し て い る。

４） 本 報 告 は、 公 共 経 済 が 対 象 に す る 私 的 財 と 公 共 財 と の 関 係 （た と え ば、 サ ム エ ル ソ ン［１９５４］の ルー ル）

に は踏 み 込 ま な い。

５） 公 平 性 は、 一 般 に は、 そ の 組 織 体 の 構 成 員 や 需 要者 ・ 享 受者 相 互 に お ける 公 平
性 の 直接 的 な比 較 に向

け られ る。 本 報 告 は、 構 成 員 や 需 要 者 ・ 享 受 者 の 加 重 平均 さ れ た 平均 値 を 公 平性 の対 象 と して、 組
織体

間 の 比 較 に 留 め て いる。 平 均 値 で あ っ て も、 同 業 種、 同 規 模 の （他 の） 組 織体 の 平均 値 と比 較 で
き る。

ま た、 公 平 性 は、 世 代 間 に 拡 張 す る と、 世 代 会 計 （た と え ば、 中 島 照 雄
「世 代 会 計 （世代 間負 担）： 年

金、 医療、 介 護 間 題 と
会 計 情 報」 本 大 会 統 一 論 題報 告 レ ジ ュメ） と な る が、 こ の 世 代 会 計 は、 世 代 間 の

比 較 を対 象 と す る も の で あり、 報 告 者 の枠 組 み に し た が っ て 分 析 可能 で あ る と、 考 え て い 乱

６） 井 堀 利 宏 『 財 政 学』 ［１９９０， ｐ．
９１ は、 財 を 三 つ （私 的 財、 準 公 共 財、 純 粋 公 共 財） に 分

け
・
便 益 は

・

私 的 財 に は享 受 者 の 対 価 支 払、 準 公 共 財 に は、 享受 者 の使 用 料 支 払、 純 粋 公 共 財 に
は、 国 民 の 税 支 払 と
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し て い る。こ の 分 類 に 対 応 す る た め に は、コ ス ト概 念 を包 摂 した 広 義の 利 益概 念 が必 要 不 可欠 と 考 え ら

れ る
。

７） Ｈｉｄｅｙｕｋｉ Ｋａｍｉｒｙｏ ［１９９９］，
”Ｆｕｒｔｈｅｒｉｎｇ ｔｈｅ Ｒ ｏ１ｅ ｏｆ Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ Ｆｉｎａｎｃｅ ｉｎ Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Ｇｒｏｗｔｈ

”

（Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ ｏｆ Ａｕｃｋ１ａｎｄ〕は、 Ｒｏｂｉｎｓｏｎ ［１９６６１の
会 計 恒 等 式 （Ｙ ＝ Ｐ＋ Ｗ， Ｄ ＝Ｓ。

・Ｓｗ，
Ｗ・Ｃｗ） の 修 復

を 図 り、 基本 的仮 説 を 含 む理 論 式 に 発 展 さ せ た そ の 内 容 を 詳 述。最 適消 費｛ｃｏｎｓｕｍｅｄ ｄｉｖｉ
ｄｅｎｄｓ〕を 導 入

し て も、 配 当 貯 蓄 ＝ 人 件 費 貯蓄 の 維持 さ れ る こ と を 論 証。 公 共 財 の 場 合、 享 受者 の 限界 便 益 の 総 計 は、

供 給 者 の 限 界 費用 に 等 し い （私 的 財 を 含 め な い 場 合、 井 堀 利 宏
『財 政 学』［１９９０， ｐ．３９１； 私 的 財と の比

較 の 場 合、
井 堀 利 宏 ｒ公 共 経 済 の 理 論』 ［１９９６， ｐｐ．

７５－７６コ； Ｓａｍ ｕｅ１ｓｏｎ［１９５４］）。 報 告 者 の 場 合、
広 義

の （コ ス ト と し て の 税 や 料 金 を 含 む） 利 益 概 念 を 適 用 し、
享 受 者 の 限 界 便 益 は、 ｃｏｎｓｕｍｅｄ ｄｉｖｉｄｅｎｄｓ

に よ っ て 示 さ れ、 供 給 者 の 限 界
費 用 は

、 ｓａｖｅ
ｄ ｄｉｖｉｄｅｎｄｓ （外 部 資 金 依 存 の 資 産 投 資） に よ っ て 示 す。

し た が っ て、 公 共財 の 場 合、 享 受 者 の 限 界 便 益 の 総 計 は、 供 給 者 の 限 界 費用 に 等 し く な い。 留 保 性 向 と

ｔｈｅ ｒａｔｉｏ ｏｆｃｏｎｓｕ ｍｅｄ ｄｉｖｉｄｅｎｄｓｔｏ ｄｉｖｉｄｅｎｄｓ ｂｙ ｔｈｅ ｃｏｅｆｆｉｃｉｅｎｔ ｏ｛ｔｉｍ ｅ ｐｒｅｆｅｒｅｎｃｅ と の 組 み 合 わ せ

に よ っ て、 ｃｏｎｓｕｍｅ
ｄ ｄｉｖｉｄｅｎｄｓとｓａｖｅｄ ｄｉｖｉｄｅｎｄｓと の 関 係 が 変 動 す る た め で あ る （付 録 参 照）。

８） 日 本 会 計 研 究 学 会 第６８回 大会 に お け る 白 由 論 題 「資 金 運 用 表 の 再 構 築 一 貨 幣 中 立 性 を ふ ま え て」。 普

遍 的 な 財 務 構 造 の 基 礎 がイ ニ シ ア ル会 計 デー タ にあ る こ と を踏 ま え て、実 績 と し て の 資 金運 用 表 に 実績

と し て の 資 産 投 資 と もっ と も安 定 的 な（理 論 上の）資 産 投 資 と の 関 係 を包 含 さ せ た も の。資 産投 資 をべ 一

ス に す る 限 り、 貨 幣 中 立 性 へ の 政 策 を展 望 可 能。

９） 環 境 コ ス ト は、 追 加 的 便 益 の 一 つ で あ り、 そ れ に 必 要 な 資 産 投 資、 し た がっ て、 そ の 経 済 的 減 価 償 却

に よ っ て 計 測 可 能 で あ る。 究 極 的 に は内 部 資金 に依 存 する が、 世 代 間 をと く に意 識 す べ き で あ ろ う。 本

大 会 自 由 論 題 の 阪 知 香 「環 境 コ ス トの 観 点 か ら み た環 境 会 計 の フ レー ム ワ ー ク」 に、 環 境 コ ス トの 範 囲

が 明 示 さ れ た。

１Ｏ） 本 大 会 に お い て、 消 費 者 と 投 資 家 と の 関 係 をい か に整 序 す
べ き かと い う 問 題 提 起 が あ っ た。 消 費 者 の

立 場 は、
追 加 的 便 益 に

、
投 資 家 の 立 場 は

、
レ バ レ ッ ジ を 抑 え た 成 長 率 に 表 現 さ れ る が、 い ず れ も、 報 告

者 の 仮 説 に 総 合 さ れ る と 考 え て い る。

１１） 亀 井 孝 文教 授 に は、 日 常、 非 営利 組 織 体 の 会 計 に つ い て ご 指 導 を 受 け て い る。 非 営 利 組 織 体 の 会 計 は、

現 金 主 義 と 発 生 主 義 と を 混 同 し や す い 過 渡 期 に あ り、 コ メ ンテ ー タ ー と し て の ご質 問 に 対 し て、補 足 し

た
。


